
計画期間

国の大綱の見直しが概ね5年間であることを踏まえ、県の計画に

合わせ、5年間の計画とします。

日本の年間自殺者数は年々減少していますが、年間２万人以

上の人が自殺により亡くなっている現状があり、国においては

平成１８年に「自殺対策基本法」を制定、翌平成１９年には

「自殺総合対策大綱」を策定し、政府を挙げて取り組みを推進

してきました。

平成２８年４月、自殺対策基本法の改正があり、自殺対策計

画の策定が都道府県と市町村に義務付けられました。

花 巻 市 自 殺 対 策 計 画 （ 概 要 版 ）

１ 基本理念

（１）自殺は、その多くが追い込まれた末の死である

（２）年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ

続いている

（１）生きることの包括的な支援

（２）関連施策との連携の強化

（３）実践と啓発を両輪として推進

いのち支えるはなまき
～誰も自殺に追い込まれることのない花巻を目指します～

２ 基本認識

３ 基本方針

第1章 計画策定の趣旨 第２章 花巻市の自殺の特徴

第3章 自殺対策の基本的な考え方

第4章 自殺対策の取組

包括的な自殺対策プログラムの実践

計画の位置づけ

国の「自殺総合対策大綱」の基本方針を踏まえて策定し、岩

手県や中部圏域の「自殺対策アクションプラン」や本市の「健

康はなまき２１プラン」との整合を図ります。

《花巻市の自殺の特徴》

１ 自殺者数は年間25人前後

２ 当市、岩手県の自殺死亡率はともに減少傾向に

あるが、全国と比較すると高い状態が続いている

３ 過去5年間の自殺者の累計では、自殺者の約7割が男性

４ 自殺者の約5割が60歳以上

５ 性別、年代、職業、同居の区分で集計すると多い順に

1位 60歳以上女性 無職、同居

2位 60歳以上男性 無職、同居

3位 60歳以上男性 有職、同居

６ 自殺に至る主な原因として、女性は身体疾患からうつ状態

になり自殺、男性の60歳以上は身体疾患に介護の悩みが加わり

自殺という危機経路が考えられている

７ 20歳代～50歳代男性は、職場の人間関係や過労が危機経路

と考えられている

（国の自殺実態プロファイルより）

本市は、「健康はなまき２１プラン」の休養・こころの健康分野において、市民、関係機関、行政が協働でこころの健康づくり
に取り組んでまいりました。岩手県においては、自殺死亡率の減少に効果があった包括的な自殺対策プログラム「久慈モデル」の
６つの骨子「地域におけるネットワークの強化」「１次予防」「２次予防」「３次予防」「精神疾患へのアプローチ」「職域への
アプローチ」による取り組みを推奨し本市でも実施しています。自殺予防対策計画の基本施策・重点施策は、「健康はなまき２１
プラン」「岩手県自殺対策アクションプラン」と整合性を図り推進するものです。

※１ゲートキーパー
悩んでいる人に気づき声をかけ話を聴いて必要な支援につなげ見守る人のことです

※２こころの体温計
ネット環境を利用しストレス度や落ち込み度をチェックできるシステム。花巻市のホームページにバナーを開設しています

●広報やリーフレットを利用した「こころの健康づくり」の普及啓発

●ゲートキーパー養成講座※１の実施

●「こころの体温計」※２による心の健康状態のチェック

＜活動の参考値＞

広報、ホームページ等での自殺予防の普及啓発

Ｈ29年度 6回

こころの体温計アクセス数 Ｈ29年度 46,947件

基本施策２ １次予防（住民全体のアプローチ）

●花巻市自殺予防推進会議の開催

市役所内の各課が連携し、横断的な自殺対策を推進します

●花巻市健康づくり推進協議会の開催

自殺対策に係る計画の協議や意見聴取を行います

＜活動の参考値＞

花巻市自殺予防推進会議開催数 Ｈ29年度 1回

花巻市健康づくり推進協議会開催数Ｈ29年度 2回

基本施策１ 地域におけるネットワークの強化

●自死遺族への相談支援

●自死遺族交流会「こころサロン北上」の周知

※自死遺族交流会「こころサロン北上」の運営主体は中部保健所

＜活動の参考値＞

自死遺族交流会「こころサロン北上」の周知回数

Ｈ29年度 2回

基本施策４ ３次予防（自死遺族へのアプローチ）

●精神障がい者、ひきこもり当事者、家族への相談支援

●地域生活支援、自立支援

＜活動の参考値＞

障がい者・ひきこもり当事者・家族への相談件数

Ｈ29年度 8,575件

基本施策５ 精神疾患へのアプローチ

●生活における困りごと相談の連携

●自殺未遂者への支援

●妊産婦への支援

＜活動の参考値＞

産後うつスクリーニング実施件数 Ｈ29年度 599件

基本施策３ ２次予防（ハイリスク者へのアプローチ）

●基本施策・重点施策の取り組みは、花巻市自殺予防推進会議において、市役所内の事業に自殺予防の視点を加えた事業案を

各課が作成し、その中から目標の達成のために重要な取り組みを抜粋し記載しています。

●市内の企業、関連組織への普及啓発

●学校関係者、保育関係者への普及啓発

●農業者、自営業者への普及啓発

●職域への相談体制の充実

●心の健康づくりに関しての出前講座の実施

＜活動の参考値＞

出前講座実施回数 Ｈ29年度 1回

基本施策６ 職域へのアプローチ



第５章 自殺対策の目標と推進体制

第６章 評価及び見直し

目標：「一人でも多くの自殺を防ぐ」

2023年（平成35年）の自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数）を

16.5以下（自殺者数15人以下）になることを目指します

※本計画の評価は2023年に行う都合上、当面の目標数値は2021年（平成33年）の自殺死亡率20.1以下（19人以下）とします

自殺予防対策を効果的に推進するためには、行政、様々な関係機関、職域、市民がそれぞれの役割を果たし、相互に連

携・協働していくことが必要です。「花巻市健康づくり推進協議会」及び「花巻市自殺予防推進会議」において、各関係

機関と連携を図り施策を進めてまいります。

自殺対策の取組については、PDCAサイクルによる適切な進行管理を行い、健康づくり推進協議会及び庁内の自殺予

防推進会議において報告・評価を行い、適宜、改善していきます。

Do

CheckAct

Plan

自殺対策におけるPDCAサイクル

検証結果を踏まえた計画の
見直し、施策の改善

計画の数値目標、
施策の効果や課題を検証

計画に基づく
施策の実施

地域の実態に即した
自殺対策計画の策定

対象に応じた自殺対策の推進

●高齢者への相談の強化

●生きがいづくりや社会参加支援

●「通いの場」※４における介護予防の活動支援やゲートキーパー

養成講座の実施

●介護者に対する相談支援、介護職への普及啓発

重点施策１ 高齢者への対策

<活動の参考値>
高齢者の相談件数
Ｈ29年度 実件数 4,514件 延べ件数 11,610件

＜現状及び課題＞
・高齢者の自殺が多い
・高齢化の進展により、一層の対策が必要

●包括的な相談支援体制の充実

●各種サービス・医療費や教育費等の経済的な負担軽減支援

重点施策２ 生活困窮者への対策

<活動の参考値>
生活困窮者相談件数 Ｈ29年度 延べ件数 1,323件

＜現状及び課題＞

生活困窮者の背景として失業、多重債務、病気、介護等多
様な問題を複数抱えている

●各職域への普及啓発

●職域での相談体制の充実

●心の健康に関しての出前講座

重点施策３ 働き盛り世代への対策

<活動の参考値>
出前講座開実施回数 Ｈ29年度 1回

＜現状及び課題＞

働き世代の男性の自殺が多い

●障がい者への相談支援の充実

●健康に関する相談支援

重点施策４ 健康問題を抱える者への対策

<活動の参考値>
健康相談の件数 Ｈ29年度 4,024件

＜現状及び課題＞
身体疾患からうつ状態となり自殺という経路がある

●相談支援の充実

●ハイリスク者への相談支援の充実

● SOSの出し方に関する教育※５の実施

●児童生徒を地域で支える関係者への研修

●居場所づくりの推進

重点施策５ 妊産婦・子ども・若者への対策

<活動の参考値>
産後うつスクリーニング実施件数 Ｈ29年度 599件
スクールソーシャルワーカーの支援対象となった
児童生徒数 Ｈ29年度 11人

＜現状及び課題＞
若年者の死因の中で自殺に対する割合が高いことから
一層の取り組みが必要（大綱、県のプラン）

※４ 「通いの場」
住民の皆さんが、主体的に介護予防の取り組みを行っているもので、筋力の維持・向上を目的に「大東元気でまっせ体操」を軸と
した活動を行っています。また、住民同士の見守りや地域のつながりの場としての側面ももっています
※５ SOSの出し方に関する教育
子どもが現在、起きている危機的状況に対応するために、身近にいる信頼できる大人にSOSを出すことができるようにする教育

基本施策と重点施策を推進するために、下記の活動目標を設定します

【教育関係者】
心と身体の健康づくりや生きる力を高める
ための教育を、家庭・地域・関係機関と協
力しながら実施し、自殺予防の推進に努め
ます

【職域】
職場におけるメンタ
ルヘルス対策の取り
組みを推進するとと
もに、働きやすい職
場環境づくりに努め
ます

【関係団体】
それぞれの特性に
応じて活動すると
ともに、相互に連
携を図り、自殺予
防に努めます

【市】
市の計画を策定し、PDCAサイクルによる事
業の検証を行います。また、あらゆる機会
を通じて、心の健康づくりや相談窓口の普
及・啓発を行うとともに、各関係機関と連
携・協働を図り、全庁的に自殺予防対策を
推進します

【県・保健所】
県及び中部地域の自殺対策計画に基づき、各分
野の関係機関と連携し、総合的な自殺対策を推
進します。市の自殺対策計画の策定や進捗管理
への支援を行うとともに、専門的な研修を実施
します

行政の役割

自殺予防についての理解を深め、自分自身や周りの方の心の不調に気づき、適切な対処ができるように
心がけます

関係機関に期待する行動

市民に期待する行動

※6 出前講座は、職域へのゲートキーパー養成講座を含む

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

（H30年）（H31年）（H32年）（H33年）（H34年）（H35年）

【実績】

通いの場 0 5 7 10 10 10

市職員 1 1 1 1 1 1

一般市民 1 2 2 2 2 2

1 1 2 2 3 3

3 9 12 15 16 16

活動目標

ゲートキーパー養成講座

実施回数

職域への出前講座　　実施回数

合計

※6


